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和歌山県内における平成２７年の

労働災害発生状況（８月末まで）

～死傷災害（休業4日以上）死亡災害とも昨年同期より増加し、

増加率は全国ワースト２～

和歌山労働局(局長中原正裕 ）は、和歌山県内における平成２７年の労働
なか はら まさ ひろ

災害発生状況（８月末まで速報値）を取りまとめた。

○ 平成２７年８月３１日現在（速報値）の休業４日以上の死傷者

は６１８人（前年同期比４１人、７．１％増加している）

増加率７．１％は全国で２番目に高い。（別紙１参照）

・業種別では、

食料品製造業 ５３人（前年同期比７人、１５．２％増）

道路貨物運送業 ６７人（同上１５人、２８．８％増）

飲食店 ２０人（同上１０人、１００％増）

清掃業等 ２４人（同上８人、５０％増）

警備業 １２人（同上４人、５０％増）

が昨年同期と比べて増加率が高い。

・増加要因として、生産（仕事量）の増加、及びそれに伴う物流の増

加、国民体育大会（2015紀の国わかやま国体）開催に伴う工事関連警

備の増加、来県者増加による経済活性化などが考えられる。

○ 平成２７年８月３１日現在（速報値）の死亡者数は７人

（前年同期比２人・４０％増）

・７人のうち、５０歳以上の労働者が３人と高年齢層の死亡災害が目



立っている。

・事故の型では、交通事故が４人を占めている。

【和歌山労働局としての取組】

○ 和歌山労働局では、９月に和歌山県警備業協会、和歌山県飲食業生

活衛生同業組合に対して労働災害防止の徹底を要請しているが、昨年

同期と比べて増加率が高い前記５業種（食料品製造業、道路貨物運送

業、飲食店、清掃業他、警備業）に対して労働基準監督署を通じた労

働災害防止指導を強化する。

○ また、１０月１５日に労働基準監督署長会議を開催し、各署長に対

して管内事情に応じた労働災害防止指導などを徹底するよう指示す

る。さらに、同日（１０月１５日）に開催される平成２７年度（第５

５回）和歌山県労働安全衛生大会においても、参加事業場に対して労

働災害防止対策の徹底要請を予定している。
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・局別の死傷者数の対前年比較（平成27年）

・平成２７年死亡災害発生状況（平成２７年９月速報）
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局別の死傷者数の対前年比較(平成 27 年) 別紙１



和 歌 山 労 働 局

死亡累計 署 災 害 発 生 月 事業の種類 事故の型 起因物 年齢層 職種 経験区分 災 害 発 生 状 況

1 御坊 ２月
畜産・水産

業
激突され その他の用具 60歳代 作業者

1年以上
5年未満

しらす漁操業中、船内揚網機で海中から網を引き揚げていたところ、船尾縁に差
し込んでいた金属棒が変形してその間を通っていたワイヤーが反発し、揚網機付
近で操舵をしていた被災者を直撃したもの。

2 和歌山 ３月 運輸交通業
交通事故
（道路）

トラック 30歳代 運転者
1年以上
5年未満

国道をトラックで走行中、事故車を避けようとしてハンドルを切ったところ、前方を
走っていたダンプトラックに追突し、助手席に乗っていた被災者が死亡したもの。

3 和歌山 ３月 製造業
はさまれ、
巻き込まれ

その他の
一般動力機

械
40歳代 管理職

20年以上
25年未満

クリーニング工場において、機械の修理中に大きな音がしたため確認に行くと、脱
水機の近くに被災者が倒れていたもの。

４ 和歌山 ４月 運輸交通業
交通事故
（道路）

乗用車 50歳代 運転者
1年以上
5年未満

国道をトラックで走行中、反対車線から中央分離帯を乗り越えて侵入してきた乗用
車に激突されたもの。

５ 橋本 ６月 建設業
墜落、
転落

足場 30歳代 作業員
1年以上
5年未満

建築現場において、足場の清掃作業を行っていたところ、高さ約２０メートルの足
場上から墜落したもの。

６ 和歌山 ６月 運輸交通業
交通事故
（道路）

乗用車 ７0歳代 運転者
25年以上
30年未満 国道をタクシーで走行中、交差点付近の中央分離帯に激突したもの。

７ 御坊 ８月
畜産・水産

業
交通事故
（その他）

その他の乗
り物

30歳代 作業員
15年以上
20年未満

海上で、底引き網漁を行っていた漁船（１３．４７トン）と貨物船が衝突して漁船が転
覆し、乗組員が死亡したもの。

平 成 ２７年 死 亡 災 害 発 生 状 況 (平成２７年９月速報）



和歌山労働局

増減率
死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死 死 休・死

食料品製造 53 46 7 15.2% 23 18 5 10 4 6 6 4 2 14 17 -3 3 -3
繊維工業 8 7 1 14.3% 3 3 1 -1 3 2 1 1 1 1 1
衣服その他の繊維 4 4 1 1 2 2 1 1
木材・木製品 14 10 4 40.0% 3 4 -1 5 3 2 4 3 1 2 2
家具・装備品 8 12 -4 -33.3% 6 10 -4 1 -1 1 1 1 1 1 -1
パルプ等 2 3 -1 -33.3% 1 -1 1 2 -1 1 1
印刷・製本 1 1 1 1
化学工業 6 8 -2 -25.0% 1 3 -2 3 1 2 2 3 -1 1 -1
窯業土石 10 9 1 11.1% 4 3 1 1 4 -3 2 2 3 3
鉄鋼業 5 4 1 25.0% 4 2 2 1 1 1 -1
非鉄金属
金属製品 23 24 -1 -4.2% 10 8 2 6 7 -1 5 6 -1 1 2 -1 1 1
一般機械器具 7 8 -1 -12.5% 5 5 1 -1 2 2
電気機械器具 2 2 2 2
輸送機械製造 3 1 3 2 1 2 1 1
電気・ガス
その他の製造 1 12 12 1 7 10 -3 3 1 2 1 1 1 1
製造業小計 1 158 1 146 12 8.2% 1 69 67 2 33 1 25 8 28 25 3 26 24 2 2 5 -3

2 1 1 100.0% 1 -1 2 2

土木工事 32 38 -6 -15.8% 9 10 -1 12 8 4 2 4 -2 5 10 -5 4 6 -2
建築工事 1 42 54 -12 -22.2% 24 15 9 5 9 -4 1 4 10 -6 5 13 -8 4 7 -3
その他の建設 12 12 2 3 -1 8 6 2 2 2 1 -1 2 -2
建設業小計 1 86 104 -18 -17.3% 35 28 7 25 23 2 1 8 14 -6 10 24 -14 8 15 -7

鉄道等 1 1 1 1
道路旅客 1 4 10 -6 -60.0% 1 3 4 -1 2 -2 1 3 -2 1 -1
道路貨物運送 2 67 52 15 28.8% 2 41 31 10 7 9 -2 9 6 3 5 4 1 5 2 3
その他の運輸交通
運輸交通業小計 3 72 63 9 14.3% 3 45 36 9 7 9 -2 9 8 1 6 7 -1 5 3 2

陸上貨物 1 1 1 1 1 -1
港湾運送業 1 1 1 -1 1 1
貨物取扱小計 2 2 1 1 1 -1 1 1

農業 17 18 -1 -5.6% 3 3 4 7 -3 2 2 8 11 -3
林業 35 1 31 4 12.9% 6 7 -1 5 1 4 16 1 15 1 8 8
農林業小計 52 1 49 3 6.1% 3 3 10 14 -4 7 1 6 24 1 26 -2 8 8

2 16 1 8 8 100.0% 2 4 1 3 1 8 2 6 4 3 1

卸売業 11 10 1 10.0% 7 9 -2 2 2 1 1 1 1
小売業 46 1 63 -17 -27.0% 22 1 34 -12 8 10 -2 3 12 -9 8 3 5 5 4 1
理美容業
その他の商業 6 3 3 100.0% 2 2 1 1 1 1 1 -1 2 2
商業小計 63 1 76 -13 -17.1% 31 1 45 -14 11 10 1 5 12 -7 8 4 4 8 5 3

金融業 2 2 1 2 -1 1 1
広告・あっせん 1 -1 -100.0% 1 -1
金融・広告業小計 2 3 -1 -33.3% 1 3 -2 1 1

13 14 -1 -7.1% 9 5 4 1 1 1 3 -2 5 -5 2 1 1
2 2 2 2

医療保健業 12 12 3 6 -3 1 -1 1 1 1 2 -1 7 3 4
社会福祉施設 48 48 22 28 -6 7 7 5 2 3 6 1 5 8 10 -2
その他の保健衛生
保健衛生業小計 60 60 25 34 -9 7 8 -1 6 2 4 7 3 4 15 13 2

旅館業 10 9 1 11.1% 2 2 1 -1 3 3 3 3 2 3 -1
飲食店 20 10 10 100.0% 10 4 6 5 5 2 3 -1 2 2 1 1
その他の接客 10 6 4 66.7% 6 3 3 2 -2 1 1 3 3 1 -1
接客娯楽小計 40 25 15 60.0% 18 9 9 5 3 2 6 3 3 8 5 3 3 5 -2

24 1 16 8 50.0% 6 1 11 -5 8 3 5 3 3 5 2 3 2 2
1 1 1 1

派遣業
その他の事業 25 10 15 150.0% 11 4 7 4 2 2 4 2 2 3 2 1 3 3
その他の事業小計 25 10 15 150.0% 11 4 7 4 2 2 4 2 2 3 2 1 3 3

7 618 5 577 41 7.1% 4 256 2 244 12 2 116 2 101 15 1 79 70 9 105 1 104 1 62 58 4
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平成２７年  労働災害発生状況（対前年比） （平成 ２７年 ８月末速報）
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